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第 1 章 刑事精神鑑定制度の歴史的展開 
 
 
 日本におけるいわゆる「近代的」とされる刑事手続法は治罪法である。これは 1808 年フラ




















































とであった。５この実務は、1905 年ショミエ通達により追認され、1959 年 2 月 27 日法 C.345






































































に対し陪審員による特赦の請願が行われ、その後エスキロール（Jean Etienne Dominique 
Esquirol 1772－1840）をはじめとする当時の有名な 5 人の医師による証明書が提出されるに
至った。最終的にピエールは、死刑が確定した後、時の国王ルイ・フィリップの権限により、
終身刑となるが、1840 年 10 月 20 日に獄中で自殺した。 
 5
 多賀（2002）９が指摘したように、ピエールの犯罪にかかる法的・医学的状況と、社会的状




















































































































判例研究に依拠していた。”cum sais furore ipso puniator”というラテン語が伝統的に使用さ
れていることからも分かるように、精神障害者は自らの精神障害によって既に罰を受けてい







捉える視点が常に人道主義的ではないことは、1790 年 8 月 18 日から 24 日の警察の職務に
関する政令のなかに、精神障害者を「獣」と同視する記述がみられることからも看取できる。







1721 年、モンテスキューMontesquieu, Charles-Louis de Secondat, baron de la Brède et 
de (1689-1755)は書簡体小説の体裁で同時代のフランスの諸制度を風刺した「ペルシア人
の 手 紙 」 ２５ を 発 表 し た 。 こ れ に 触 発 さ れ 、 1764 年 ベ ッ カ リ ー ア Beccaria, Cesare 
Bonesana(1738-1794)は名著『犯罪と刑罰』２６を公表して以降、フランス国内では、ヴォルテ
ールの啓蒙主義的な誤判批判活動とも併せて、刑事司法制度における旧体制の改革の気
運が高まった。このような「古典学派 Ècole de classique」は啓蒙思想に基づき、絶対王政の
刑事司法制度を批判し、ベッカリーアの思想によって確立した旧体制末期からの刑法思想
であるが２７、その思想は具体的な以下のような成果を生ぜしめた。 
まず具体的には、1780 年 8 月 24 日布告により自由を奪うための拷問、1788 年 5 月 8 日
の勅令によって、共犯者の名を聞き出すための拷問が、いずれも廃止された。同年の勅令
では、最高裁判所の判決には必ず理由を附すべき旨の一般的義務が課せられ、さらには
1789 年 7 月 14 日、バスチーユ牢獄 La Bastille への「市民」による襲撃から、フランス革命
が勃発、翌月には人権宣言（1789 年 8 月 26 日の人及び市民の権利宣言：Déclaration des 





















司法においても反動の時代を迎えた３１。1795（革命歴 4）年の罪刑法典（Code de Délits et 
des peines）は政情不安を背景に、やはり反動的な刑事手続を明文化した。公益主義、実体
的真実主義、職権主義、そして後の予審判事に類した機能を持った起訴陪審指導判事
directure du jury の権限強化から審理陪審の弱体を生ぜしめつつ、糾問手続的書面審理
主義へと旋回していった。官憲主義の傾向は、「検事」制度の創設により、ますます先鋭化し
ていった。1799（革命 8）年憲法は公訴官の権限を拡大し、翌年雨月七日の法律では「政府
の代官 commissaire du governement」がおかれた。同年にはナポレオン Napoléon Bonaparte
（1769-1821）のクーデターが成功し、新たな刑法典、1810 年刑法典が編纂された。 








Art. 64 Il n’y a ni délit ni crime, lorsque le prévenu était en état de démance au moment 



















ーGuizot による重罰主義の批判に始まり、ロッシ Rossi による理論化の努力を経て、1930 年
代のオルトラン Ortolan により確立された。「正義であらずんば功利ではない pas ni plus qu’il 
n’est Juste, pas plus qu’il n’est pas utile」という標語からも分かるように、正義で功利を是正す
る折衷主義 éclectism であった。この折衷主義的思考から、犯罪者の責任の量を測定する新









ある。つまり、人が事実の生産原因 cause productrice であり、結果発生に有効に作用した、













こうしたオルトランの責任論において、行為者の精神能力 faculté de âme について、心理
学的視点から以下のように考えられた。つまり、人間の精神moralは、心理学的能力としての
感性 sensibilité・知性 intelligence・そして行動性 activité を有しており、感性は感情、感覚、
そして情熱の源であり、行為の主体 agent procateur であるが、感性は知識・経験を持たない
ので、有責性・答責性を構成する要素ではない。さらに、知性は複合的な能力であり、多く
の異なる能力を内包するが、そうした知的能力のうちで帰責可能性・答責性の本質的な条
件を構成するのは、精神的理性 raison morale ないし行為についての善悪の弁識であって、
その他の能力は有責性の程度に関わるだけである。したがって、善悪弁別の能力は答責性






































































1850 年ごろから制度に対する批判が一部でおこり、こうした流れが 1932 年のマッテ Matter














































































されているのは処遇困難者施設Unités pour Malades Difficiles (UMD)である。以下、UMDに
ついて概観したい。６５ 
UMD の成立は、保安を重視した公立医療施設であり、実質的には 1840 年から存在して
いたとされる。その後 1910 年以降は UMD の前身とされる精神病院の保安病棟 servises de 
sûreté において処遇困難な患者を受け入れていたが、行政当局の要望により、触法精神障
害者も受け入れるようになった。 




以来を受け UMD 所在地の知事が受け入れについての決定権限を持つ。特に 1986 年 10
月 14 日の決定６６は、各 UMD に近隣県からの入院以来を優先的に受けることを義務付け、
さらに入院要件として①「他者に対して危険であるため、適切な集中治療プロトコルと特殊な
保安手段を必要としている患者」で、かつ②1990 年法の職権入院要件を満たし、さらに③
























第 2 章 現行フランス刑事訴訟法にみる鑑定６９ 
 
 













て明文で規定したのは 1959 年刑事訴訟法典であった。 
 それ以前の法令は、鑑定制度の手続化というよりはむしろ、それまでほぼ無秩序に行われ
ていた医師の裁判への参加・不参加を整理・規制する機能を有するのみであった。 
 以下、1957 年 2 月 31 日の法律制定までの「鑑定」に関する取り扱いを概観する。７０ 
 まず、フランスにおける初めての「鑑定」についての規制は 1670 年の刑事勅令
l’prdonnance criminelle de 1670 である。ここにおいては、記述のように、「鑑定」の手続を定
めたものというよりはむしろ、それまでの実務を規制する意味合いがあった。具体的には、鑑
定の任意制および会計鑑定人については世襲制を定めたものであった。７１ 
 次いで 1789 年フランス革命後の司法制度の大改革後、法廷証拠主義から自由心証主
義へ移行する潮流のなかで、鑑定人の選任についても裁判官の職権とされるとともに、法医
鑑定は、医師の資格があるものにのみこれを認めるようになった。 












門家である弁護人からの攻撃に耐えなければならなかった。７２   
 上記のような非手続化の問題と、さらには科学の進歩に伴う科学的証拠の重要性の社会
的認識に促される形で、1880 年以来、デュフォール Dufaure やクルツピ Cruppi７３によって、
刑事鑑定に関する立案が行われ、のち刑事立法研究委員会la Comission d’Etudes pénales 
législatives での詳細な検討が行われることとなる。７４ 
第 2 節 鑑定手続 
 
 

















とは一般的には、検察官・予審対象者・私訴原告人 partie civile を意味する。しかし鑑定法
の議論では、こうした「当事者」が予審対象者に限定されて議論されている事例がみられる。
例えば 1993 年 3 月 1 日通達 Circ. 1er mars 1993 の一般通達 Circlaire générale C.156 では、
鑑定法上検察官がこの「当事者」の語義から排除されているようにみえる。右通達では、「予
審判事は、82 条に基づく検察官の請求に、もしくは当事者にとって有効であると自発的に予







付言し、検事正と当事者を区別している。「156 条 2 項と、それが規定する 1 ヶ月という期間




























以前にはかつての治罪法典 43 条および 44 条に置かれた現行犯および不審死の検証・検
死についての規定が実質的な「鑑定」実務の根拠とされていた。この捜査段階における検視




















































第 2 項 鑑定法 
 
 















まず破棄院 1986 年 9 月 2 日判決は、被疑者のアルコール濃度の調査について「結果の
解釈を含まないならば、単なる事実の確認 constatation であり鑑定ではない。」７９とし、同様










また、調査の対象といった視点から、破棄院 1987 年 4 月 8 日判決は反対弁論中にあって、
議論の対象となるものの情報 élément を確認するための措置は、裁判官の自由心証によりと
られるとしても 156 条の「鑑定」にはあたらないとしている。８１ 
 ちなみに、例外的ではあるが、鑑定人以外の任命に鑑定人任命にかかる規定を準用す
ることを示唆したものもある。破棄院 1984 年 10 月 19 日判決は、鑑定任務に事件の本案に





て鑑定命令が行われる場合を予定している。 これについて、前記一般通達 Circlaire 
















付した決定をしなければならず８６、その場合、第 81 条 10 項（当事者からの理由を付した請
求を却下する場合の手続規定）及びその 11 項（請求手続の詳細規定）８７の規定が準用され
ることが規定されている。８８ 上記通達は、82 条 4 項８９における検事正からの請求却下の期
限（5 日以内）との関係から、156 条 2 項に規定される 1 ヶ月という期限は当事者にのみ向け
られていると解説している。したがって、検事正からの請求の却下の期限は 5 日以内となる。 












 ちなみに、書類送検 soit-transmis が 156 条 2 項に規定された決定にあたるかどうかに




 次いで 157 条は、鑑定人の選任について規定している。刑事および民事裁判に共通する
「司法鑑定人 l’expert judiciaire」という類型を置き、司法鑑定人の選任に際し鑑定人名簿へ
の登録制度をとり厳密に手続化していることはフランス鑑定制度大きな特徴である。本条は







































 また、上述の 1971 年 6 月 29 日法律第 71-498 号に規定された「名誉鑑定人」の選任につ
いても、破棄院は理由を付した判決により例外的に選任されることを判示している。１０１ 
 
次いで、157-1 条は法人鑑定人について規定している。1975 年 8 月 6 日法律第 75-701
号に新設された本条は、「指名された鑑定人が法人であるときは、その法定の代表者は、そ





承認には形式的条件はないとされ、これは 171 条（手続の無効）、172 条（無効の援用の当
事者による放棄）および 802 条（司法機関による無効宣言の要件）に規定された、その違反
が無効事由となりうるような重要な手続 formalités substantielles ではないとしている。１０３ 
 
















刑事訴訟法 C.345 条は、以下のような定式を示す通達である。 
 








 ここで、上記 5 定式について、どのように解されたかについて、ドル（1969）の解説を概観す
る。 










démance であるといった現象が存在するのである。１０６  



























































性は、任務の限定に関する 158 条についての判例に見出すことができる。 














































1985 年 12 月 30 日法律第 85-1407 号によって、同法典の 167 条に規定された鑑定結果の
当事者への通知に関する条文中に「これは、当事者が複数鑑定人の任命を請求したにもか
かわらず、単独鑑定人を任命した場合にも同様である。」との文言をもって包括されている。
これについては当事者と鑑定手続に関する第 2 章第 3 節で改めて検討する。 
また近時において本条について争われたのは、複数人の鑑定人のうちの 1 名が死亡した








２ 第 2 段階：鑑定任務の遂行 
 









 この 160 条に特徴的なことは、第一に本条で取り扱っている問題の緊急性である。これま
での一連の破棄院判決を 1958 年１２４、1972 年１２５、および 2004 年１２６の一連の改正によって
継承していることからもこれを伺うことができる。第二にフランス刑事訴訟法典に内在する問
題性である。これは 1975 年に新設された刑事訴訟法 802 条により、関係当事者の利益侵害
があったことを要件として、司法が公序的無効の宣言を行わなければならなくなったことに由






























































































































































いて言及する。この場合 97 条 4 項の規定は適用されない」とした。 
 本条に関する通達 Instruction general C 336 は、163 条について「予審判事が予審対象者
に対して、鑑定人にあらかじめ知らせる前に、未開封かつ明細目録をつくられた封印物を示
すことを規定している」とした本条の性質を明確にしたうえで「判例は、条文が明確に示すよ







状況 complication limité を犠牲にして、無益な議論の継続を避けようとしているようにみえる」
と、予審対象者および弁護人の立会については明文で規定しなかった。他方で通達は「判
例が、この規定が無効を伴ったものであるかどうかを示すであろう」とし、明文上の無効を置
かなかった理由を示しながら「しかし、いずれにせよ、172 条と 174 条の規定を尊重して、予










  さらに、鑑定人が任務遂行のために関係者の供述を採取することについては、164 条に
規定がおかれている。同条は 2004 年 3 月 9 日の法律第 2004-204 によって全面改正されて
いる。ここでは新旧条文を対比して、その改正点を検討したい。 
 
【旧 164 条】 
 鑑定人は、自己の任務を正確に達成するために、参考人として、(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2
号)《予審対象者》以外の者の供述を聴くことができる。 
 (1958 年 12 月 23 日オルドナンス第 58-1296 号)《鑑定人が(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《予
審対象者》を尋問する必要があると思料するときは、予審判事又は受命裁判官が例外的に理由を
付した委任を発した場合を除き、予審判事又は受命裁判官が鑑定人の面前においてその尋問を
行う。いずれの場合にも、(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《第 114 条第 1 項及び第 2 項１５６並び
に第 119 条１５７》に定める方式及び要件を守らなければならない。》 
 (1960 年 6 月 4 日オルドナンス第 60-529 号)《ただし、(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《予審対
象者》は、予審判事又は受命裁判官の面前における明示の申立てをもって、前項の規定の利益を
放棄し、(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《弁護人》の立会いの下で、鑑定人が職務を行う上で必
要な説明をこれに与えることができる。(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《予審対象者》はまた、鑑
定人にあてて(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《自らが提出した》書面による申立てにより、1 回又
は 2 回以上の聴問につき、(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《弁護人》の立会いを放棄することも
 38
できる。この書面は、鑑定人がこれを報告書に添付する。》 
 ただし、被疑者の診察を委託された医師及び(1993 年 1 月 4 日法律第 93-2 号)《心理学者》は、
判事及び弁護人の立会いなしで、その任務を達成するために必要な質問をすることができる。
(1993 年 8 月 24 日法律第 93-1013 号)《本条の規定は、第 104 条の規定を援用する者に対しても
準用される。》 
 （2000 年 6 月 15 日法律第 2000-516 号）《現行条文の諸規定は同様に出廷した証人および私訴
原告人にも同様に適用される。 
 
【新 164 条】 


































結果として導き、170 条および 174 条の規定に従って」無効とされるとしている。１６５ 

































この場合も供述の聴取については既に述べた 164 条の手続に従って行われる。 
ここで本条も、その手続違反が鑑定手続の無効となりうるかで争われる点に注意したい。 
判例は、もし鑑定報告書の提出後に取調べされた被疑者 prévenu が、165 条で認められ































































定若しくは再鑑定の請求を提出することのできる期間を定める。この請求は、第 81 条第 10
項の規定に従ってなされなければならない。この期間中、当事者の弁護人は、訴訟記録を
自由に閲覧することができる。鑑定の複雑性を考慮に入れて予審判事によっておかれた期































４ 第 4 段階：公判における鑑定 
 
 


































は、「鑑定人が証人としての宣誓を行った場合」と 60 条および 77-1 条に基づいて捜査に協
力した専門家、つまりは「専門家証人」が法廷で聴聞される際に 168 条の鑑定人の宣誓を行



































の調査であるが、77-1 条 2 項の適用によって、60 条に服し、そしてしたがって 169-1 条およ





































 既に述べたように新 168 条は、裁判官が鑑定人に、予審対象者・被告人への直接の聴













































 以上、フランス刑事訴訟法典における一連の鑑定法（156 条から 169-1 条）について検討
したが、これ以外に鑑定が関係するものとして法典第 1 部の訴追と予審に関する 114 条（鑑
定報告書の複写の当事者ないしその弁護士から第三者への弁護目的での送付） 、149 条
（156 条の条件のもとで認められる、鑑定による関係者の損害の査定） 、法典第 2 部判決裁
判所での手続きに関する 279 条（各被告人および私訴原告人への無償での鑑定報告書の
複写の交付）434 条（裁判所 tribunal の鑑定命令権）、第 3 部非常救済方法について 626
条 （被告人が無罪の宣告を受けた場合の、利害関係者'intéressé の損害の査定）、第 4 部
特殊訴訟手続に関して 706-30-1 条 （薬物事犯における鑑定のための試料の保存） 
706-47-1 条 （706-47 条に規定された特定の重大犯罪を犯した少年に対する社会司法調













れは 2004 年に大幅に改正されている）については、次節で検討したい。 
 
 

















既に「第 1 章 前提的考察」で検討したように、フランス刑事訴訟法第 157 条に「鑑定人は、






第 1 項 鑑定人名簿と登録 
 
 
まず、 鑑定人名簿についてであるが、これは、1971 年法第 1 条において規定されてい
る。２１８ 同条は「法律ないし règlements により予定された規制によってのみ、裁判官は、事
実の確認 constatation の手続、事実調査委託 consultation、もしくは鑑定を実行するために、
第 2 条を適用して作成された諸名簿のいずれかに登載された人物を指名しうる。」と規定し、




























第 2 項 登録鑑定人の特権 
 




















第 5 条は、資格の取り消しおよび名簿からの削除について規定している。２２２ 

































下での懲戒的処分 Les peines disciplinaires は具体的に示されている。つまり第一に 「戒告
L'avertissement」が、第二に「最長 3 年の一時的な名簿からの削除 La radiation temporaire 
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la période probatoire に服さなければならない。その者は、名簿からの削除後３年間の控訴
裁判所名簿への登録期間の後、国選鑑定人名簿 la période probatoire に登録されうる。」と
している。２２５ 
鑑定人がその任務に関して責任を負う期間について、第 6 条の 3２２６に規定がおかれてい
る。つまり「鑑定人に向けられた鑑定業務の実施とその機能に関する行為についての責任
について、訴権は その任務の終期から数えて 10 年で時効となる。」とされる。 
 
 





な手続をデクレに委ねている。また 8 条２２７では、場所的適用範囲をおいている。 
 
 

































































ている場合には、勾留施設の長に対して請求することができる（刑事訴訟法典 81 条第 10
項）。 予審判事は、これを却下する際には理由を付した決定を行わなければならない（刑
事訴訟法典 156 条）。 申立から１ヶ月以内に予審判事による判断が行われなかった場合に
 56
は、当事者は直接控訴裁判所重罪公訴部長に対して申立ることができる（刑事訴訟法典 81
条 11 項）。 
この鑑定請求却下の決定に対して、当事者は控訴裁判所重罪公訴部に直接上訴しうる。
右重罪公訴部長は、上訴不受理の場合は理由を付した決定 ordnance non motivée により対
応しうる。当事者は上訴不受理に対し不服申立 recours することはできない（刑事訴訟法典





請求から 1 ヶ月以内の期間内に理由を付した決定を行う（刑事訴訟法典 167 条 5 項）。 右
期間内に予審判事が理由を付した決定を行わなかった場合、当事者は控訴裁判所重罪公
訴部長に直接上訴しうる（81 条第 11 項）。 当事者からの上訴があった場合の対応につい
ては、記述の 186-1 条第 5 項と同様の手続による。 
 鑑定任務について、当事者は、検事正と同様に質問したい事項について述べることができ
る（刑事訴訟法典 156 条）。しかしながら、これに対して予審判事は応答する必要はない。 
 鑑定人の任務に関する介入は許されていないが、当事者が鑑定任務のために供述を聴
取されることがある（刑事訴訟法典 164 条）。 特に精神鑑定については、まさに当事者（予
審対象者）が調査の対象になるが、他の鑑定とは異なり、精神鑑定については弁護士の立
会なく、鑑定人が当事者の供述を聴取する（同条 3 項）。  
また鑑定任務に関係して、当事者はその過程で鑑定を命じた裁判所に対し、鑑定人があ
る種の調査を行うこと又は専門的な参考資料を提供することのできる者として指名された者
の供述を聴くことを命ずるように請求することができる（刑事訴訟法典 165 条）。 これに対し
て予審判事の側から返答する必要ないが、165 条に規定した権利を予審対象者が享受でき
なかったとしても、鑑定処分の無効とはならない。当事者の権利と鑑定処分の無効について






た場合の手続は、既に述べた 81 条第 11 項により、請求却下の場合は理由を付した決定に
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 まず、施行直後の鑑定法第 159 条では、鑑定人の二重性（二重鑑定）を原則としていたが、
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1960 年 6 月４日の政令は、右の「二重鑑定」を緩和し、二重鑑定の領域を「事件の本案 fond 
de la faire」に関する問題に限定したうえで、さらに 1985 年 12 月 30 日法律第 85-1407 号に
よって原則と例外が転換し単独鑑定が原則となった。再度確認すると旧 159 条は第 1 項で
は、予審判事は鑑定人を 1 名だけ指名できると規定され、旧 159 条第 2 項では事件の本案
に関する鑑定につき、鑑定人を1名だけ委嘱する決定は予審対象者に通知されなければな
らず、右通知の懈怠は右決定と鑑定報告書の無効事由となるとされていたのである。予審
判事の鑑定人人員の当事者への通知義務は既に述べた 1985 年 12 月 30 日法律第
















 当事者が鑑定処分を請求する権限は、第 156 条で認められており、これに対して裁判
官は予審判事が鑑定の請求を相当でないと認めるときは、請求を受理した日から 1 か月以








を含むと解される。２３６ しかしながら決定は、破毀申立 pourvoi en cassation が不可能であ
るとしている。というのも、鑑定の要否の問題は、事実の問題 une question de fait であり２３７、
命令に満足しない請求者は、判決裁判所の法廷に付帯的にこれを申し立て、鑑定につい
ての補足審理 supplement d’information の際に再請求しうるからである。２３８ 軽罪事件の
場合について、破棄院判決は、鑑定の要否についての上記のような裁判官の権限を確認



















































 このように刑事訴訟法典 167 条に規定された再鑑定および補充鑑定の請求権に基づき、





事は応答する必要がないとしていた２４２が、2001 年の破棄院判決は、刑事訴訟法典 201 条
を援用して、当事者は、167 条 3 項の期間外に手続を管轄している控訴裁判所重罪公訴部
に補充鑑定ないし再鑑定を請求しうるとし、控訴裁判所裁判官の職権による請求受理による
 62
期間外の請求を認めた。２４３ 他方で、2002 年 10 月 9 日破毀院決定は、私訴原告人の請求
により命じられた医学再鑑定の報告書の有効性について、その鑑定が 167 条 3 項の適用に
よって設定された期限の後に請求されたものであるという理由で取消される理由はないとし
























のもと a peine de nullité」として手続違反が無効事由となる旨が規定されている場合（明文上
の無効）を除き、どの手続が重要な手続であり、どの手続が、いわゆる訓示規定にすぎない
のか、という問題が生じる。特に、当事者の関与について問題となるのが無効事由と防御権




























 フランス刑事訴訟法体制における無効原因は次の 4 類型に分類しえた。まず既に述べた
明文上の無効 nullité textuelle( =絶対的無効 nullité absolue)、次いで公序的無効 nullité 






典 408 条 2 項を引用しながら「遵守を要求されている方式を書くことに対して、明文をもって
無効の制裁が規定されていないときであっても」、法律上与えられた権限に基づいてなされ
た請求について、裁判官が裁定をしなかったことを理由として方式違反の手続を破棄できる
とした。２４５ 一定の方式を実質的なものとする傾向はさらに進み、破棄院は、防御権 droit 
de la défence の観点から必要と考えられる全ての手続を実質的なものと考え、防御権を侵害
する作用が、条文に抵触するようにみえない場合でも「法の一般原則 principes généraux du 
droit」に抵触すれば、これを無効原因とするに至った。２４６ 刑事訴訟法典は、旧 172 条 2 項
において「第 170 条の規定に違反した場合の他、本編中の重要な規定 disposition 
substentielle」に対する違反があった場合、特に防御権の侵害があった場合にも無効とす
る」として、前時代からの決定を承認するに至った。 





められなかった。「被害なければ無効なし pas de nullité sans grief」という民事訴訟法の原則
に影響され、極めて頻繁に行われ、司法の負担となっていた無効を最小限にしようとする意
図を以って創設されたものであった。２４７ 





















































































て無効とされた。翌年の破棄院 1991 年 2 月 26 日判決２５６では弾道鑑定を行った鑑定人に
ついて、右鑑定人がいずれの名簿にも登録されておらず、その選任に際して理由を付した
決定を行っていないことについて、裁判所は「157 条は司法の適正な運用 bonne 
administration de la justice のためにおかれている」としたうえで、その方式違反を無効理由
とした。 
















 また、破棄院 1984 年 1 月 24 日判決２５８は予審判が任命した鑑定人が「157 条に規定され
た名簿のいずれにも登録されておらず、そして予審判事がその条文 157 条 3 項によって命
令に理由を付さない場合、その決定は無効であり、そして控訴院弾劾部が手続を掌握して











 160 条 2 項は国選名簿および控訴裁判所作成の地方名簿のいずれの名簿にも登録され
ていない鑑定人は彼が任命されるごとに予審判事の前で宣誓をしなければならないとした
が、この方式の違反について破棄院 1979 年 7 月 25 日判決２６０は鑑定の無効を導くものであ
るとした。これは 1991 年 9 月 14 日判決２６１でも確認されており、例外的に選任された名簿に
登録されていない鑑定人の宣誓は公序的方式である重要な手続である。  
 またそうした宣誓が適式に行われたことをどのような証左によって確認しうるかについて、








































 刑事訴訟法典 168 条に規定された公判での宣誓については既に前節で詳細に検討して
いる。ここでは、概要を確認するのみにしたい。 
 まず、破棄院 1978 年 9 月 9 日判決２６５は鑑定人が証人の宣誓を行って法廷で陳述した場
合を無効事由とせず、さらに破棄院 1993 年 1 月 20 日判決２６６は証人と鑑定人の二重の資
格を持つ者が、鑑定人の宣誓のみを行ったときも同様に無効としなかった。さらに破棄院









年 12 月 19 日判決２７０は、「法廷における鑑定人の宣誓のために採用された定型表現が、
168 条の定型表現を正確に再現しないけれども、しかしながらそれを歪曲することも限定す
ることもなく、その意味を示していたときには、無効は存在しない」とした。これはその後破棄





















例外的に名簿非登載の鑑定人を選任する場合の 157 条 3 項について、破棄院 2002 年
















また、161 条に規定された鑑定書の提出期限については、破棄院 1979 年 10 月 16 日判























破棄院 1974 年 2 月 28 日判決２７５は、こうした追加的鑑定人の報告書を鑑定人の報告書に





















査対象物の封印および開披への立会権について破棄院 1960 年 1１月 24 日判決２７６は現行
犯について、「たとえ鑑定人が予審証拠調 information 開始前に任命されたとしても、163 条
は予審の証拠調が開始するとすぐに適用されうる」としたうえで、「この条文の違反の帰着で
あるところの無効は、しかしながら防御権の侵害が存在する場合のみ移送の判決の破棄を
導く」とした。封印物に関する 163 条 2004 年 3 月 9 日法律第 2004-204 号での改正によっ












供述を聴くことを命ずるように請求することができる」ことが規定されている。破棄院 1970 年 4
月 11 日判決２７７は嫌疑に先立って鑑定が行われた場合に本条の権利を享受できなかったこ
とが防御権の侵害となるか否かについて争われた。 































破棄院 2000 年 2 月 1 日判決２７８によって争われた。右事案は、1995 年 7 月 20 日の決





















































 鑑定報告書の当事者への通知手続について規定している 167 条に関連して同条の鑑定




の実質的侵害の有無によることが示唆された。２７９ これをうけて破棄院 1970 年 5 月 23 日判
決では 196 条を根拠として、防御権の実質的侵害はなかったとした。２８０しかしこうした破棄















右手続の無効は認められなかった。同様に破棄院 1988 年 6 月 7 日判決２８４でも、破棄院




をなした調書が、手続の無効と訴訟関係者の利害に関する 802 条を適用して、118 条違反



























こととなる。つまり、手続無効の訴えは、1975 年に刑事訴訟法典 802 条の新設以後、当該手
続が当事者の利益を侵害したことを要件とし、それは特に防御権の侵害の証明を当事者に
課すという形での制約として現れた。 具体的には、既に検討したように 161 条に規定された
鑑定報告書の期限の不遵守を理由として手続無効が申立られた破棄院 1979 年 10 月 16
日判決は、防御権の侵害の証明を必要としたうえで、裁判においては鑑定の手続無効
を認めなかった。また 167 条による弁護人への召喚通知の発送が遅滞した手続に基づ
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